
2回以上ヘ関係者に情報発信すること.

く21申期巨標期間中におけるホ-ムペ-ジ-のアクセス件数を2, 1 00万件以上と

することo

く1 2年度から14年度までの平均 年456万件I

く31中期目標期間中にゴ引ナるフオ-ラム1国際シンポジウム等の開催のべ件数を3 9

件以上とすること.

5 労働関係事務担当職員その他の関係者に対する研修

研究員による研究成果を活かし1第-線の労働行政機関で実際に役に立つ能力やノウ

ハウが取得できる研修を効果的に実施することo

併せてl研修の場を通じて-労働行政の現場で生じている問題や第-線の労働行政機

関の担当者の問題意識を吸い上げ,研究に活かすこと.

特に次の具体的な目標の達成を囲ることo

.研修生に対するアンケ-ト調査により1毎年度平均で8 5%以上の者から r有意

義だったJとの評価を得ることo



く別紙l

t労働改策の課題に係る調査研究テ-マ1

Gl失業の地域構造分析

el労働条件決定システムの再構築

61我が国における雇用戦略

魯多様な働き方を可能とする就業環境及びセ-フテイネット

Gl企業の経営戦略と人事処遇制度等の総合的分析

魯職業能力開発に関する労働市場の基盤整備

el仕事と生活の調和を可能とする社会システムの構築

魯総合的な職業情報デ-タべ-スの開発

C9,ホワイトカラ-を中心とした中高年離職者等の再就職支援


